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港湾の施設の維持管理計画策定ガイドラインの改訂内容 

【第 1部 総論】 

頁 行/図表番号 旧 新 

目次 - - 
参考９ 維持管理計画策定の効率化に向けた工夫事例集（案） 

参考１０ 港湾の施設の維持管理計画変更の考え方 

1 20 行目 

作成事例には、港湾の施設の代表的な施設として、既存施設の係留施設（直杭式横桟橋、矢板式係船

岸、ケーソン式係船岸）、外郭施設（ケーソン式防波堤、矢板式護岸）、臨港交通施設（橋梁（PC 箱桁

橋）、沈埋トンネル）、水域施設（航路及び泊地）、緑地の事例と、複数の施設を取りまとめる維持管理

計画書 を示している。これら以外の施設の場合でも、維持管理計画に関する基本的な考え方や構成は

同様である。 

また、技術基準対象施設のうち、固定式荷役機械及び軌道走行式荷役機械の維持管理計画の策定につ

いては、別に定める「港湾荷役機械の維持管理計画策定ガイドライン」を参考にすることができる。 

作成事例には、港湾の施設の代表的な施設として、既存施設の係留施設（直杭式横桟橋、矢板式係

船岸、ケーソン式係船岸）、外郭施設（ケーソン式防波堤、矢板式護岸）、臨港交通施設（橋梁（PC 箱

桁橋）、沈埋トンネル）、水域施設（航路及び泊地）、緑地の事例と、複数の施設を取りまとめる維持管

理計画書 を示している。これら以外の施設の場合でも、維持管理計画に関する基本的な考え方や構成

は同様である。 

また、効率的な維持管理計画の策定に向けて、【第 1 部 総論】の参考資料として、【参考 9】「維持

管理計画策定の効率化に向けた工夫事例集（案）」及び【参考 10】「港湾の施設の維持管理計画変更の

考え方」を示す。 

なお、技術基準対象施設のうち、固定式荷役機械及び軌道走行式荷役機械の維持管理計画の策定に

ついては、別に定める「港湾荷役機械の維持管理計画策定ガイドライン」を参考にすることができる。 

3  港湾法関係法令の内容 関係法令を最新の改正内容に更新 

7 40 行目 維持管理レベルⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全型）の何れかを設定する。 

技術基準の改定に伴う「事前対策型」、「予防保全型」、「事後保全型」という呼称の変更 

維持管理レベルⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予防する）、Ⅲ（事後的に対処す

る）の何れかを設定する。 

注）維持管理レベルⅠ、Ⅱ、Ⅲに対して、それぞれ「事前対策型」、「予防保全型」、「事後保全型」

と呼称していたが、技術基準に従って下表のように変更する。本ガイドラインにおいて、旧呼称を

記述している箇所があるが、下表のように読み替えること。 

 

17 8 行目 
港湾の施設の維持管理計画書作成の手引き(増補改訂版)、財団法人 港湾空港建設技術サービスセン

ター、平成 20 年 12 月 

港湾の施設の維持管理計画書作成の手引き(令和元年版)、一般財団法人 港湾空港総合技術センター、

令和元年 12 月 

17 10 行目 参考資料５ 維持管理計画書作成のための現地調査について 参考資料３ 維持管理計画書作成のための現地調査について 

25 13 行目 
維持管理計画に準じるものとして扱うことができる基準等及び参考にすることができる資料等を、表

-2.6～表-2.9 に示す。 

維持管理計画に準じるものとして扱うことができる基準等及び参考にすることができる資料等につい

ては、手引きのほか、表-2.6～表-2.9 に示すものがある。なお、ここに示す基準等を参考にする場合

は、すでに改訂・変更等されているものがあるので、最新のものを入手する必要がある。 

44 表 3-3.7 
Cross fame 

 

Cross frame 

 

58 4 行目 補修時期の検討には、必要に応じて劣化予測を行うことが望ましい。 補修時期の検討には、必要に応じて劣化予測を行う。 

58 表 3-3.15 列順番：対象→劣化予測により得られる情報→予測の方法→予測に必要な情報→留意点 

将来の劣化度分布または性能低下度 

列順番：対象→予測の方法→予測に必要な情報→劣化予測により得られる情報→留意点 

将来の劣化度または性能低下度 

表-1.1 維持管理レベルと基本的な考え方 

分類 損傷劣化に対する考え方  備考（旧呼称） 

維持管理レベルⅠ 高水準の対策を事前に施す 事前対策型  

維持管理レベルⅡ 性能低下を予防する 予防保全型  

維持管理レベルⅢ 事後的に対処する 事後保全型  
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頁 行/図表番号 旧 新 

劣化度分布(a～d)性能低下度の分布(A～D) 

コンクリートの見かけの拡散係数、表面における塩化物イオン量 

・劣化度分布において、劣化度 d（D）または a（A）が大部分を占める場合は、点検結果を用いての遷

移率の設定は困難である。 

・全国平均の劣化速度を用いるため、予測精度は比較的低い。 

・コンクリートの施工品質、材料・環境条件等に影響される。 

・腐食速度は海水中の溶存酸素、電気抵抗率、流速等に影響される 

・消耗速度は海水中の溶存酸素、電気抵抗率、流速等に影響される 

 

劣化度分布(a～d)性能低下度(A～D) 

コンクリートの見かけの拡散係数、表面における塩化物イオン濃度 

・新設の構造物では予測精度が低い 

・実績による標準的な劣化速度を用いるため、予測精度は比較的低い。 

・コンクリートの施工品質、材料・環境条件等に影響される。☆ 

・腐食速度は海水中の溶存酸素、電気抵抗率、流速等に影響される☆ 

・消耗速度は海水中の溶存酸素、電気抵抗率、流速等に影響される☆ 

☆印：留意点として記す内容ではないので削除。 

 

59 8 行目 （港湾の施設の維持管理技術マニュアル 付録Ｇ） （港湾の施設の維持管理技術マニュアル（改訂版） 付録Ｄ） 

60 表 3-3.16 ※2）耐用年数は市販の電気防食の陽極の耐用年数（メーカー指定値）による。 ※2）電気防食の陽極の耐用年数はメーカー指定値による。 

60 図 3-3.5 

劣化速度による劣化度または性能低下度の分布の経時変化の計算 

 

劣化速度による劣化度または性能低下度の経時変化の計算 

 

61 図 3-3.6 

コンクリート表面における塩化物イオン濃度（C0）の推定 

コンクリートの塩化物イオンに対する拡散係数（Dap）の推定 

 

コンクリート表面における塩化物イオン濃度（C0）の設定 

コンクリートの塩化物イオンに対するみかけの拡散係数（Dap）の設定 

 

61 7 行目 鉄筋腐食が開始したか否かを判断するための材料となる 鉄筋腐食が開始したか否かを判断するための指標となる 

対象 劣化予測により

得られる情報 

予測の方法 予測に必要な情報 留意点 

点検項目また

は構造物 

将来の劣化度

分布または性能

低下度 

マルコフ連鎖

モデル 

劣化度分布(a～d) 

性能低下度の分

布(A～D) 

・劣化度分布において、

劣化度 d（D）または a

（A）が大部分を占める

場合は、点検結果を用

いての遷移率の設定は

困難である。 

点検項目また

は構造物 

将来の劣化度

分布または性能

低下度 

マルコフ連鎖

モデル 

標準的な劣化速

度(遷移率) 

・全国平均の劣化速度

を用いるため、予測精

度は比較的低い。 

鉄筋コンクリ

ート部材 

コンクリート中の

鉄筋腐食の開

始時期 

コンクリート中

の塩化物イオ

ン濃度の浸透

予測 

コンクリートの見か

けの拡散係数、表

面における塩化物

イオン量、腐食発

生限界塩化物イオ

ン濃度 

・コンクリートの施工品

質、材料・環境条件等

に影響される。 

・腐食発生限界塩化物

イオン濃 度は、設 計 上

の値である 2.0kg/m3 が

用いられる場合が多い

が、実構造物では設計

値を超えることもある。 

鋼材 将来の肉厚（減

少量） 

鋼材の腐食

速度による腐

食進行予測 

鋼材の肉厚及び

腐食速度 

・腐食速度は海水中の

溶存酸素、電気抵抗

率、流速等に影響され

る 

鋼材 

（電気防食） 

将来の陽極の

消耗量 

陽極の消耗

速度による消

耗量予測 

陽極の消耗量及

び消耗速度 

・消耗速度は海水中の

溶存酸素、電気抵抗

率、流速等に影響され

る 

鋼材 

（被覆防食） 

将来の劣化度 劣化度が指

数的に悪化す

るモデル 

劣化度(a～d) 

 

・各工法により劣化機

構が異なり、劣化の進

行メカニズムは現状で

は明確になっていない

場合が多い。 

 

対象 予測の方法 
予測に必要 

な情報 

劣化予測により

得られる情報 
留意点 

点検項目また

は構造物 

マルコフ連鎖

モデル 

劣化度分布 

(a～d) 

性能低下度 

(A～D) 

将来の劣化度ま

たは性能低下度 

・新設の構造物では予

測精度が低い 

点検項目また

は構造物 

標準的な劣化

速度を用いた

劣化予測 

標準的な劣化

速度(遷移率) 

将来の劣化度ま

たは性能低下度 

・実績による標準的な

劣化速度を用いるた

め、予測精度は比較的

低い。 

鉄筋コンクリ

ート部材 

コンクリート

中の塩化物イ

オン濃度の浸

透予測 

コンクリート

の見かけの拡

散係数、表面

における塩化

物イオン濃

度、腐食発生

限界塩化物イ

オン濃度 

コンクリート中

の鉄筋腐食の開

始時期 

・腐食発生限界塩化物

イオン濃度は、設計上

の値である 2.0kg/m3

が用いられる場合が多

いが、実構造物では設

計値を超えることもあ

る。 

鋼材 鋼材の腐食速

度による腐食

進行予測 

鋼材の肉厚及

び腐食速度 

将来の肉厚（減少

量） 

 

鋼材 

（電気防食） 

陽極の消耗速

度による消耗

量予測 

陽極の消耗量

及び消耗速度 

将来の陽極の消

耗量 

 

鋼材 

（被覆防食） 

劣化度が指数

的に悪化する

モデル 

劣化度(a～d) 

 

将来の劣化度 ・各工法により劣化機

構が異なり、劣化の進

行メカニズムは現状で

は明確になっていない

場合が多い。 
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頁 行/図表番号 旧 新 

62 図 3-3.7 

設計時における初期の肉厚を下回る時期の推定 

 

設計上必要な肉厚を下回る時期の推定 

 

64 8 行目 ・耐用年数に基づく劣化予測（劣化度が指数的に減少すると仮定） ・耐用年数に基づく劣化予測 

73 4 行目 ・耐用年数に基づく劣化予測（劣化度が指数的に減少すると仮定） ・耐用年数に基づく劣化予測 

93 1 行目 
防波堤以外の外郭施設については、表 3-4.10 に示す類似構造の施設や他のマニュアル等を参考にす

ることができる。 

防波堤以外の外郭施設については、手引きのほか、表 3-4.10 に示す類似構造の施設や他のマニュアル

等を参考にすることができる。なお、ここに示す資料を参考にする場合は、すでに改訂・変更等され

ているものがあるので、最新のものを入手する必要がある。 

93 表 3-4.10 

・港湾の施設の維持管理技術マニュアル（財団法人 沿岸技術研究センター、平成 19 年 10 月） 

 

・港湾の施設の維持管理技術マニュアル（改訂版）（（一般財団法人）沿岸技術研究センター、平成

30 年 7月） 

 

106 18 行目 補修時期の検討には、必要に応じて劣化予測を行うことが望ましい。 補修時期の検討には、必要に応じて劣化予測を行う。 

106 30 行目 この早見表を用いることで、簡易に劣化速度を推定することができる。 この早見表を用いることで、簡易に補修時期を推定することができる。 

107 表 3-4.20 ※2）耐用年数は市販の電気防食の陽極の耐用年数（メーカー指定値）による。 ※2）電気防食の陽極の耐用年数はメーカー指定値による。 

107 11 行目 主な変状及び補修工法は 表 3-4.21 のとおりである。 
主な変状及び補修工法は 表 3-4.21 のとおりである。なお、ここに示す資料を参考にする場合は、す

でに改訂・変更等されているものがあるので、最新のものを入手する必要がある。 

111 15 行目 

 重力式護岸は、上部工、本体工、消波工、基礎工、海底地盤、排水設備、水叩き等の部材で構成さ

れる。維持管理計画書の内容は、第１部 3.4.2 外郭施設及び 3.4.3 係留施設、第２部 作成事例 矢

板式護岸を参照すること。 

 重力式護岸は、上部工、本体工、消波工、基礎工、海底地盤、排水設備、水叩き等の部材で構成さ

れる。維持管理計画書の内容は、第１部 3.4.2 外郭施設及び 3.4.3 係留施設、第２部 作成事例 ケ

ーソン式係船岸、ケーソン式防波堤を参照すること。 

115 1 行目 
重力式係船岸、矢板式係船岸、直杭式横桟橋以外の係留施設については、表 3-4.22 に示す類似構造の

施設や他の資料及びマニュアルを参考にすることができる。 

重力式係船岸、矢板式係船岸、直杭式横桟橋以外の係留施設については、手引きのほか、表 3-4.22 に

示す類似構造の施設や他の資料及びマニュアルを参考にすることができる。なお、ここに示す資料を

参考にする場合は、すでに改訂・変更等されているものがあるので、最新のものを入手する必要があ

る。 

115 表 3-4.22 ・港湾の施設の維持管理技術マニュアル（財団法人 沿岸技術研究センター、平成 19 年 10 月） 
・港湾の施設の維持管理技術マニュアル（改訂版）（（一般財団法人）沿岸技術研究センター、平成

30 年 7月） 
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頁 行/図表番号 旧 新 

  

132 17 行目 補修時期の検討には、必要に応じて劣化予測を行うことが望ましい。 補修時期の検討には、必要に応じて劣化予測を行う。 

132 23 行目 
④鋼材の劣化予測 

⑤電気防食工の劣化予測 

④鋼材の肉厚測定結果に基づく劣化予測 

⑤電気防食工の陽極消耗量測定結果に基づく劣化予測 

133 表 3-4.35 ※2）耐用年数は市販の電気防食の陽極の耐用年数（メーカー指定値）による。 ※2）電気防食の陽極の耐用年数はメーカー指定値による。 

133 9 行目 ④鋼材の劣化予測 ④鋼材の肉厚測定結果に基づく劣化予測 

133 15 行目 ⑤電気防食工の劣化予測 ⑤電気防食工の陽極消耗量測定結果に基づく劣化予測 

134 4 行目 
重力式係船岸、矢板式係船岸、直杭式横桟橋の主な変状及び補修工法は 表 3-4.36～表 3-4.38 のとお

りである。 

重力式係船岸、矢板式係船岸、直杭式横桟橋の主な変状及び補修工法は 表 3-4.36～表 3-4.38 のとお

りである。なお、ここに示す資料を参考にする場合は、すでに改訂・変更等されているものがあるの

で、最新のものを入手する必要がある。 

142 2 行目 
PC 箱桁橋以外の臨港交通施設については、表 3-4.39 に示す類似構造の施設や他の資料及びマニュア

ルを参考にすることができる。 

PC 箱桁橋以外の臨港交通施設については、表 3-4.39 に示す類似構造の施設や他の資料及びマニュア

ルを参考にすることができる。なお、ここに示す資料を参考にする場合は、すでに改訂・変更等され

ているものがあるので、最新のものを入手する必要がある。 

157 23 行目 ④鋼材の劣化予測 ④鋼材の肉厚測定結果に基づく劣化予測 

158 6 行目 ④鋼材の劣化予測 ④鋼材の肉厚測定結果に基づく劣化予測 

160 1 行目 橋梁における補修の考え方や標準的な補修工法は、次の資料を参考にすることができる。 

橋梁における補修の考え方や標準的な補修工法は、次の資料を参考にすることができる。なお、ここ

に示す資料を参考にする場合は、すでに改訂・変更等されているものがあるので、最新のものを入手

する必要がある。 

165 1 行目 
その他の施設の維持管理計画書については、表 3-4.50～表 3-4.51 に示す類似構造の施設や他の資料

及びマニュアルを参考にすることができる。 

その他の施設の維持管理計画書については、手引きのほか、表 3-4.50～表 3-4.51 に示す類似構造の

施設や他の資料及びマニュアルを参考にすることができる。なお、ここに示す資料を参考にする場合

は、すでに改訂・変更等されているものがあるので、最新のものを入手する必要がある。 

 

【第 1部 総論（参考資料）】 

頁 行/図表番号 旧 新 

参考５ - 維持管理計画書作成のための現地調査について 

改訂版に変更 

維持管理計画書作成のための現地調査について 
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（港湾の施設の維持管理計画書作成の手引き(増補改訂版)、国土交通省港湾局監修、国土交通省 国土

技術政策総合研究所、独立行政法人 港湾空港技術研究所、財団法人 港湾空港建設技術サービスセン

ター 編集、平成 20 年 12 月） 

（港湾の施設の維持管理計画書作成の手引き(令和元年版)、国土交通省港湾局監修、一般財団法人 港

湾空港総合技術センター、令和元年 12 月） 

参考９ - - 追加 

参考１０ - - 追加 

 



1 

 

   

港湾の施設の維持管理計画策定ガイドラインの改訂内容 

【第 2部_作成事例 ①直杭式横桟橋】 

頁 行/図表番号 旧 新 

9 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全

型）の何れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を変更 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予

防する）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

17 
表Ⅰ-8.3 

図Ⅰ-8.2 

 

推計結果と折れ線グラフの数値が異なる 

 

19 
表Ⅰ-8.5 

図Ⅰ-8.4 

鉄筋腐食発錆限界濃度 

BL.No.10、BL.No.15 

 

鉄筋腐食発生限界濃度 

BL.No.6、BL.No.10 
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頁 行/図表番号 旧 新 

20 
表Ⅰ-8.6 

図Ⅰ-8.5 

 

 

推計結果と折れ線グラフの数値が異なる 

 

20 3 行目 鉄筋腐食発錆限界濃度（Clim＝2.0kg/m3）には達していないが 鉄筋腐食発生限界濃度（Clim＝2.0kg/m3）には達していないが 

20 7 行目 補修時期は 2022 年（8 年後）年後と予測される。 補修時期は 2022 年（8 年後）と予測される。 

21 図Ⅰ-8.2 

段差（㎜） 

 

段差（cm） 

 

21 5 行目 桟橋法線の出入り量は最大 4cm であり 桟橋法線の出入り量は最大 3.5cm であり 
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頁 行/図表番号 旧 新 

24 表Ⅰ-8.8 

  

27 Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

 

30 
1 行目 

（見出し） 
４．詳細定期点検診断の調査箇所 ４．詳細定期点検診断の調査箇所  削除（３.点検診断の方法 に含める） 

33 
1 行目 

（見出し） 
５．点検診断計画 ４．点検診断計画  （上記 30 頁の変更で見出し番号がずれる為） 

34 表Ⅲ-1.1 上記 24 頁 表Ⅰ-8.8 の修正箇所と同様 上記 24 頁 表Ⅰ-8.8 の修正箇所と同様 

【第 2部_作成事例 ②矢板式係船岸】 

頁 行/図表番号 旧 新 

9 

該当箇所

すべて 

2 行目 
維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全

型）の何れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予

防する）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

塩化物イオン量 

劣化予測より 

補修時期は 20122 年（8年後） 

次回の詳細定期点検診断時に 

劣化予測より 

電気防食工に変状は見受けられないこと

から、現時点では経過観察措置が妥当と

考えられる。 

ただし、陽極消耗量の測定結果における

残存率は 40%～70%、残存寿命は 6.7～23.3

年であり、耐用年数の前に交換する必要

がある。計画的措置として、陽極の交換を

行うための維持補修計画を立案する。 

塩化物イオン濃度 

マルコフ連鎖モデルによる劣化予測より 

補修時期は 2022 年（8 年後） 

次回（6年後）の詳細定期点検診断時に 

マルコフ連鎖モデルによる劣化予測より 

陽極消耗量の測定結果における残存率は

40%～70%、残存寿命は 6.7～23.3 年であ

り、耐用年数の前に交換する必要がある。

計画的措置として、陽極の交換を行うた

めの維持補修計画を立案する。 

ただし、電気防食工に変状は見受けられ

ないことから、現時点では経過観察措置

が妥当と考えられる。 
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頁 行/図表番号 旧 新 

10 

該当箇所

すべて 

表Ⅰ-6.1 

 

鋼矢板等 

 

対象部材を適切に表記 

鋼管矢板 

 

11 

該当箇所

すべて 

表Ⅰ-6.2 

鋼矢板等 

 

鋼管矢板 

 

12 図Ⅰ-7.1 

 

 

ＸＹ矢印削除 

 

14 5 行目 
肉厚測定結果における腐食速度は、設計腐食速度（0.02mm/年）を上回っており、2023 年（9年後）に

は必要肉厚（21mm）を下回ることが予測される。 

肉厚測定結果における腐食速度は、設計腐食速度（0.02mm/年）を上回っており、2026 年（12 年後）

には必要肉厚（21mm）を下回ることが予測される。 

15 4 行目 
劣化度 a と bの割合の合計が 30%以上になった場合に補修を実施すると想定すると、2037 年（53 年

後）に補修が必要と予測される。 

劣化度 a と bの割合の合計が 30%以上になった場合に補修を実施すると想定すると、2036 年（52 年

後）に補修が必要と予測される。 

17 図Ⅰ-8.4 

段差（mm） 

 

段差（cm） 
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頁 行/図表番号 旧 新 

17 5 行目 岸壁法線の出入り量は最大 4cm であり 岸壁法線の出入り量は最大 3.5cm であり 

19 表Ⅰ-8.6 

2023（9 年後）には 

次回の詳細定期点検診断時までに 

 

2026（12 年後）には 

次回（6年後）の詳細定期点検診断時までに 

 

21 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

 

24 
1 行目 

（見出し） 
４．詳細定期点検診断の調査箇所 ４．詳細定期点検診断の調査箇所  削除（３.点検診断の方法 に含める） 

24 表Ⅱ-4.1 

BL.No：2BL、6BL、10BL 

頻度 ：10 年 

 

BL.No：5BL、10BL、15BL 

頻度 ：9年 

 

24 図Ⅱ-4.1 

2BL、6BL、10ＢＬ 

 

5BL、10BL、15ＢＬ 
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頁 行/図表番号 旧 新 

25 
表Ⅱ-4.2 

図Ⅱ-4.2 
上記 24 頁表Ⅱ-4.1、図Ⅱ-4.1 の修正箇所と同様 上記 24 頁表Ⅱ-4.1、図Ⅱ-4.1 の修正箇所と同様 

26 
1 行目 

（見出し） 
５．点検診断計画 ４．点検診断計画  （上記 24 頁の変更で見出し番号がずれる為） 

26 3 行目 
定期点検診断の頻度は、一般定期点検診断は 3年以内に 1回、詳細定期点検診断は 10 年以内に 1回

実施する必要がある。 

定期点検診断の頻度は、重点点検診断施設の場合一般定期点検診断は 3年以内に 1 回、詳細定期点検

診断は 10 年～15 年以内に 1 回実施する必要がある。 

27 表Ⅲ-1.1 上記 19 頁 表Ⅰ-8.6 の修正箇所と同様 上記 19 頁 表Ⅰ-8.6 の修正箇所と同様 

【第 2部_作成事例 ③ケーソン式係船岸】 

頁 行/図表番号 旧 新 

9 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全

型）の何れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予

防する）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

13 3 行目 劣化度の判定及び性能低下度の評価を表Ⅰ-9.1 に示す。 劣化度の判定及び性能低下度の評価を表Ⅰ-8.1 に示す。 

14 
表Ⅰ-8.2 

図Ⅰ-8.1 

①エプロン 

推移確率 

面グラフの経過年数軸（横軸）100 まで 

 

 

 

①エプロン 

「ここでは、マルコフ連鎖モデルでエプロンの劣化予測を実施することが可能と判断した事例を示

す。」を追記 

推移確率（遷移率） 

面グラフの経過年数軸（横軸）50 まで 

上向き矢印削除 

 

14 6 行目 

劣化度ａの割合が 30％以上になった場合に補修を実施すると想定すると、2033 年（19 年後）には補

修が必要と予測される。したがって、維持管理の方針（Ⅲ：事後保全型）に基づき、計画的措置とし

て、維持補修計画を立案する。 

劣化度ａ＋b の割合が 30％以上になった場合に補修を実施すると想定すると、2022 年（8 年後）には

補修が必要と予測される。したがって、維持管理の方針（維持管理レベルⅢ：事後的に対処する）に

基づき、計画的措置として、維持補修計画を立案する。 
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頁 行/図表番号 旧 新 

15 表Ⅰ-8.3 

段差（㎜） 

 

段差（cm） 

 

15 図Ⅰ-8.2 

段差（㎜） 

 

段差（cm） 

 

15 5 行目 岸壁法線の出入り量は最大 4cm であり、船舶の離着岸及び荷役に影響はなく、特段の変状はない。 岸壁法線の出入り量は最大 3.5cm であり、船舶の離着岸及び荷役に影響はない。 

17 表Ⅰ-8.4 

2023 年（19 年後）には補修が必要と予測される 

 

2022 年（8年後）には補修が必要と予測される 

 

19 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

 

23 表Ⅲ-1.1 上記 17 頁 表Ⅰ-8.4 の修正箇所と同様 上記 17 頁 表Ⅰ-8.4 の修正箇所と同様 
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頁 行/図表番号 旧 新 

26 4 行目 エプロンの補修時期は、初回点検診断結果より 19 年後（2033 年）に補修することを計画する。 エプロンの補修時期は、初回点検診断結果より 8 年後（2022 年）に補修することを計画する。 

26 図Ⅳ-2.1 

 

 

 

初回点検診断ではマルコフ連鎖モデルで劣化予測した例を示したが、一般的に維持管理レベルⅢ（事

後的に対処する）のエプロンに対しては耐用年数や利用状況に応じた補修を実施することが多いの

で、ここではマルコフ連鎖モデルのグラフを削除する。 

27 図Ⅳ-3.1 

概算補修費用の推計グラフの修正（発生年 2034） 

凡例：#REF（エラー）、概算補修費用（未定） 

 

概算補修費用の推計グラフの修正（発生年 2022） 

凡例：概算補修費用（初回）、概算補修費用（２回目以降・未定） 

 

28 図Ⅳ-4.1 

 

 

実施時期、集計欄の概算費用の修正 

 

【第 2部_作成事例 ④ケーソン式防波堤】 

頁 行/図表番号 旧 新 

5 表Ⅰ-4.1 

ケーソン式混成堤 

 

ケーソン式防波堤 

 

初回 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0 15.0

年次計

累計

ライフサイ
クルコスト
（経費抜き）
（百万円）

15

15.0

15.0

部材等の名称 維持管理レベル

現場的・行政的判断に基づく評価と維
持管理の方針

現場的・行政的判断に基
づく評価

実施時期

維持補修計画

年次計画（上段；初回点検診断からの年数，中段；供用開始年からの年数，下段：西暦

エプロン Ⅲ
□　事前対策型
□　予防保全型
■　事後保全型

工学的知見・判断に基づく
評価を踏まえ、エプロンの
補修を検討するが、当分
の間は経過観察措置とす
る。

補修検討
を別途実
施予定

15

ケーソン Ⅰ
■　事前対策型
□　予防保全型
□　事後保全型

工学的知見・判断に基づく
評価を踏まえ、経過観察措
置とする。

－
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頁 行/図表番号 旧 新 

9 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全

型）の何れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予

防する）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

14 5 行目 台風時期までに補修する必要があると考えられる。 
実際の対応方針に整合させる 

台風時期を考慮して可能な限り早期に補修する必要があると考えられる。 

16 表Ⅰ-9.5 表Ⅰ-9.5 維持管理に関する措置の状況（例） 表Ⅰ-8.5 維持管理に関する措置の状況（例） 

17 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

 

18 表Ⅱ-2.1 

点検診断の種類：空欄 

 

点検診断の種類：詳細 

 

22 表Ⅳ-1.1 

補修の対象部材等 

 

補修の内容等 

 

23 表Ⅳ-2.1 表Ⅳ-2.1 補修工法一覧表（被覆防食工）（例） 表Ⅳ-2.1 補修工法一覧表（消波工）（例） 

23 図Ⅳ-2.1 

横軸（年次）の変更 2065 年 

 

横軸（年次）の変更 2049 年（供用期間満了まで） 
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頁 行/図表番号 旧 新 

24 図Ⅳ-3.1 

横軸（年次）の変更 2065 年 

 

横軸（年次）の変更 2049 年（供用期間満了まで） 

 

25 図Ⅳ-4.1 

供用期間の表示年の変更 2014 年～2064 年 

 

供用期間の表示年の変更 2014 年～2049 年 

 

【第 2部_作成事例 ⑤矢板式係護岸】 

頁 行/図表番号 旧 新 

1 9 行目 本計画は、****年に建設された＊＊港の外郭施設（護岸） 本計画は、****年に建設された＊＊港の外郭施設（矢板式護岸） 

5 表Ⅰ-4.1 
矢板式 

 

矢板式護岸 

 

9 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全

型）の何れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予

防する）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

10 

該当箇所

すべて 

表Ⅰ-6.1 

鋼矢板等 

 

対象部材を適切に表記 

鋼管矢板 
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頁 行/図表番号 旧 新 

11 図Ⅰ-7.1 

 

 

ＸＹ矢印削除 

 

12 3 行目 
一般及び詳細定期点検診断結果における目視調査に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表

Ⅰ-8.1 に示す。 

初回点検診断結果における劣化度の判定及び性能低下度の評価を表Ⅰ-8.1 に示す。 

13 図Ⅰ-8.1 

 

横軸の西暦を変数とする回帰式は適切でないため、グラフ中の回帰式 y=0.0127×＋8.631 削除 

 

13 6 行目 

残存肉厚が最も小さい 13.120mm の場合、2057 年（43 年後）には必要肉厚を下回ることが予測され

る。 

したがって、維持管理期間は必要肉厚が確保されると想定されることから、経過観察措置とする。 

残存肉厚が最も小さい 13.120mm の場合、2063 年（49 年後）には必要肉厚を下回ることが予測される

が、維持管理期間は設計供用期間（2034 年）と同じであり、したがって、維持管理期間は必要肉厚

が確保されると予測されることから、経過観察措置とする。 

14 図Ⅰ-8.2 

 

下記を追記 

被覆防食の耐用年数による劣化予測については、参考資料 8に示す「港湾鋼構造物 新しい防食工法・

補修工法・維持管理実務ハンドブック-2013 年度版-」（防食・補修工法研究会）を参考に期間耐用年

数を設定して行う。 

15 8 行目 維持管理の方針（Ⅱ：予防保全型）に基づき 維持管理の方針（維持管理レベルⅡ：性能低下を予防する）に基づき 

18 表Ⅰ-9.7 表Ⅰ-9.7 維持管理に関する措置の状況（例） 表Ⅰ-8.4 維持管理に関する措置の状況（例） 

19 表Ⅱ-1.1 
詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

鋼矢板 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

鋼管矢板 

y = -0.0127x + 38.631
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10BL_DL－2.0m
10BL_DL－6.0m
15BL_DL－1.2m
15BL_DL－2.0m
15BL_DL－6.0m

設計上必要な鋼材の肉厚
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10BL_DL－6.0m
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15BL_DL－2.0m
15BL_DL－6.0m

設計上必要な鋼材の肉厚
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頁 行/図表番号 旧 新 

   

22 
1 行目 

（見出し） 
４．詳細定期点検診断の調査箇所 ４．詳細定期点検診断の調査箇所  削除（３.点検診断の方法 に含める） 

22 表Ⅱ-4.1 表Ⅱ-4.1 詳細定期点検診断の調査箇所（鋼矢板の肉厚測定）（例） 表Ⅱ-4.1 詳細定期点検診断の調査箇所（鋼管矢板の肉厚測定）（例） 

22 表Ⅱ-4.1 

鋼矢板 

BL.No：2BL、6BL、10BL 

頻度 ：10 年 

 

鋼管矢板 

BL.No：5BL、10BL、15BL 

頻度 ：9年 

 

22 図Ⅱ-4.1 図Ⅱ-4.1 詳細定期点検診断の調査箇所（鋼矢板の肉厚測定） 図Ⅱ-4.1 詳細定期点検診断の調査箇所（鋼管矢板の肉厚測定） 

22 図Ⅱ-4.1 

2BL、6BL、10ＢＬ 

 

5BL、10BL、15ＢＬ 

 

23 
1 行目 

（見出し） 
５．点検診断計画 ４．点検診断計画  （上記 22 頁の変更で見出し番号がずれる為） 

26 
8 行目 

（見出し） 
見出し１と２の間に追加 ２．補修の検討 

26 
9 行目 

（見出し） 
見出し２の後に追加 ３．補修の概算費用 
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頁 行/図表番号 旧 新 

26 
10 行目 

（見出し） 
２．維持補修計画 ４．維持補修計画（上記 26 頁の見出し２、３の追加で番号がずれる為） 

【第 2部_作成事例 ⑥臨港交通施設（橋梁：ＰＣ箱桁橋）】 

頁 行/図表番号 旧 新 

7 表Ⅰ-4.3 

構造特性 

 

材料特性 

 

11 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全

型）の何れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予

防する）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

28 3 行目 
一般及び詳細定期点検診断結果における目視調査に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表

Ⅰ-8.1 に示す。 

初回点検診断結果に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表Ⅰ-8.1 に示す。 

29 
表Ⅰ-8.2 

図Ⅰ-8.1 

鉄筋腐食発錆限界濃度 

BL.No.10、BL.No.15 

 

鉄筋腐食発生限界濃度 

BL.No.6、BL.No.10 
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頁 行/図表番号 旧 新 

30 
表Ⅰ-8.3 

図Ⅰ-8.2 

 

推計結果と折れ線グラフの数値が異なる 

 

34 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

 

37 
1 行目 

（見出し） 
４．詳細定期点検診断の調査箇所 ４．詳細定期点検診断の調査箇所  削除（３.点検診断の方法 に含める） 

39 
1 行目 

（見出し） 
５．点検診断計画 ４．点検診断計画  （上記 37 頁の変更で見出し番号がずれる為） 

39 2 行目 
定期点検診断の頻度は、一般定期点検診断は 3年以内に 1回、詳細定期点検診断は 10 年以内に 1回

に実施する必要がある。 

定期点検診断の頻度は重点点検診断施設の場合、一般定期点検診断は 3年以内に 1 回、詳細定期点検

診断は 10 年以内に 1回に実施する必要がある。 

44 表Ⅳ-2.3 表Ⅳ-2.3 舗装の補修工法一覧表 表Ⅳ-2.1 舗装の補修工法一覧表 

45 表Ⅳ-2.3 表Ⅳ-2.3 舗装の補修工法一覧表 表Ⅳ-2.2 舗装の補修工法一覧表 

 

 

 

 

【第 2部_作成事例 ⑦沈埋トンネル】 

頁 行/図表番号 旧 新 

10 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全

型）の何れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予

防する）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 
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頁 行/図表番号 旧 新 

11 表Ⅰ-6.1 

沈埋函/継手部/PC ケーブル/基礎構造 

Ａ：緊急的措置並びに応急的措置 

Ｂ：経過観察措置 

Ｃ：経過観察措置 

Ｄ：経過観察措置 

 

沈埋函/継手部/PC ケーブル/基礎構造 

Ａ：－ 

Ｂ：緊急的措置並びに応急的措置 

Ｃ：計画的措置 

Ｄ：経過観察措置 

 

15 表Ⅰ-8.1 
一般及び詳細定期点検診断結果における目視調査に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表

Ⅰ-8.1 に示す。 

初回点検診断結果に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表Ⅰ-8.1 に示す。 

17 
2 行目 

（見出し） 
（１）電気防食工（流電陽極式） （１）電気防食工（外部電源方式） 

18 表Ⅰ-8.5 表Ⅰ-8.5 塩化物イオン含有量の測定結果及び劣化予測 表Ⅰ-8.2 塩化物イオン含有量の測定結果及び劣化予測 

18 表Ⅰ-8.5 
表の数値とグラフが合っていない。（中央折れ線グラフ） 

マーカーの位置：１・３・５ 

表の数値とグラフが合っていない。（中央折れ線グラフ） 

マーカーの位置：２・６・１０ 

19 10 行目 総合評価の結果（初回点検診断）を表Ⅰ-8.7 に示す。 総合評価の結果（初回点検診断）を表Ⅰ-8.3 に示す。 

20 表Ⅰ-8.7 表Ⅰ-8.7 総合評価（初回点検診断結果）（例） 表Ⅰ-8.3 総合評価（初回点検診断結果）（例） 

22 表Ⅰ-8.9 表Ⅰ-8.9 維持管理に関する措置の状況（例） 表Ⅰ-8.4 維持管理に関する措置の状況（例） 

23 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度〇度以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度〇度以上の地震の発生後 

 

27 
1 行目 

（見出し） 
４．詳細定期点検診断の調査箇所 ４．詳細定期点検診断の調査箇所  削除（３.点検診断の方法 に含める） 
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頁 行/図表番号 旧 新 

28 
1 行目 

（見出し） 
５．点検診断計画 ４．点検診断計画  （上記 28 頁の変更で見出し番号がずれる為） 

28 3 行目 
定期点検診断の頻度は、一般定期点検診断は 3 年以内に 1回、詳細定期点検診断は 10 年以内に 1回

実施する必要がある。 

重点点検診断施設の場合、定期点検診断の頻度は、一般定期点検診断は 3 年以内に 1回、詳細定期点

検診断は 10 年以内に 1回実施する必要がある。 

35 23 行目 
図-4-1～図-4-11 に、各設備の費用算出結果を示す。また、算出した全設備の合計費用を図-4-12 に示

す。 
図Ⅳ-2.2～図Ⅳ-2.13 に、各設備の費用算出結果を示す。 

36～40 
図Ⅳ-1～ 

図Ⅳ-12 

図Ⅳ-1、図Ⅳ-2、図Ⅳ-3、図Ⅳ-4、図Ⅳ-5、図Ⅳ-6、図Ⅳ-7、図Ⅳ-8、図Ⅳ-9、図Ⅳ-10、図Ⅳ-11、

図Ⅳ-12 （全て図番号の修正） 

図Ⅳ-2.2、図Ⅳ-2.3、図Ⅳ-2.4、図Ⅳ-2.5、図Ⅳ-2.6、図Ⅳ-2.7、図Ⅳ-2.8、図Ⅳ-2.9、図Ⅳ-2.10、

図Ⅳ-2.11、図Ⅳ-2.12、図Ⅳ-2.13 （全て図番号の修正） 

 

 

【第 2 部_作成事例 ⑧水域施設（航路及び泊地、係船浮標）】 

頁 行/図表番号 旧 新 

11 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全型）の何

れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予防す

る）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

12 3 行目 
一般及び詳細定期点検診断結果における目視調査に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表

Ⅰ-8.1 に示す。 
初回点検診断結果に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表Ⅰ-8.1 に示す。 

12 
表Ⅰ-8.1 

表Ⅰ-8.2 
注）表はあくまで事例であり、水域施設に対する標準的な内容を示すものではない。 注）表はあくまで事例であり、水域施設、係船浮標に対する標準的な内容を示すものではない。 

13 表Ⅰ-9.10 表Ⅰ-9.10 維持管理に関する措置の状況（例） 表Ⅰ-8.3 維持管理に関する措置の状況（例） 

14 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

 

15 表Ⅱ-2.1 注）表はあくまで事例であり、水域施設に対する標準的な内容を示すものではない。 注）表はあくまで事例であり、水域施設、係船浮標に対する標準的な内容を示すものではない。 

16 3 行目 
定期点検診断の頻度は、一般定期点検診断は 5 年以内に 1 回、詳細定期点検診断は供用期間中に少なく

とも 1 回実施する必要がある。 

通常点検診断施設の場合、定期点検診断の頻度は、一般定期点検診断は 5 年以内に 1 回、詳細定期点検

診断は供用期間中に少なくとも 1 回実施する必要がある。 

16 表Ⅱ-4.1 注）表はあくまで事例であり、水域施設に対する標準的な内容を示すものではない。 注）表はあくまで事例であり、水域施設、係船浮標に対する標準的な内容を示すものではない。 

17 
表Ⅲ-1.1 

表Ⅲ-1.2 
注）表はあくまで事例であり、水域施設に対する標準的な内容を示すものではない。 注）表はあくまで事例であり、水域施設、係船浮標に対する標準的な内容を示すものではない。 

18 
8 行目 

（見出し） 
見出し１と２の間に追加 ２．補修の検討 
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頁 行/図表番号 旧 新 

18 
9 行目 

（見出し） 
見出し２の後に追加 ３．補修の概算費用 

18 
10 行目 

（見出し） 
２．維持補修計画 ４．維持補修計画（上記 18 頁の見出し２、３の追加で番号がずれる為） 

【第 2 部_作成事例 ⑨緑地】 

頁 行/図表番号 旧 新 

7 

該当箇所

すべて 

2 行目 維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全型）の何

れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予防す

る）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

8 表Ⅰ-7.2 表Ⅰ-7.2 部材の維持管理レベルの設定、維持管理の方針の目安(2) 表Ⅰ-6.2 部材の維持管理レベルの設定、維持管理の方針の目安(2) 

8 

該当箇所

すべて 

表Ⅰ-7.2 

 

対象ではない遊戯施設・運動施設行の削除（行上詰） 

 

10 3 行目 
一般及び詳細定期点検診断結果における目視調査に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を 表

Ⅰ-8.1 に示す。 

初回点検診断結果に基づいた劣化度の判定及び性能低下度の評価を表Ⅰ-8.1 に示す。 

12 表Ⅰ-9.10 表Ⅰ-9.10 維持管理に関する措置の状況（例） 表Ⅰ-8.3 維持管理に関する措置の状況（例） 

13 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 
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頁 行/図表番号 旧 新 

16 3 行目 定期点検診断の頻度については、 通常点検診断施設の場合、定期点検診断の頻度については、 

18 
8 行目 

（見出し） 
見出し１と２の間に追加 ２．補修の検討 

18 
9 行目 

（見出し） 
見出し２の後に追加 ３．補修の概算費用 

18 
10 行目 

（見出し） 
２．維持補修計画 ４．維持補修計画（上記 18 頁の見出し２、３の追加で番号がずれる為） 

【第 2部_作成事例 ⑩複数の施設を取りまとめる維持管理計画書】 

頁 行/図表番号 旧 新 

2 

該当箇所

すべて 

5 行目 
維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（事前対策型）、Ⅱ（予防保全型）、Ⅲ（事後保全型）の何

れかを設定する。 

技術基準に従い、〇〇〇〇型の表現を見直し 

維持管理の対象部材ごとに、維持管理レベルのⅠ（高水準の対策を事前に施す）、Ⅱ（性能低下を予防す

る）、Ⅲ（事後的に対処する）の何れかを設定する。 

4 表Ⅱ-1.1 

詳細定期点検診断 

・震度５以上の発生後 

設計供用期間中 

 

臨時点検診断 

・震度５弱以上の地震の発生後 

1 回/設計供用期間中 

 

15 表 3-1.3 

施設番号：Ａ-1-＊ 

施設の種類 大分類：水域施設 

施設の種類 小分類：航路 

 

施設番号：Ｃ-1-＊ 

施設の種類 大分類：係留施設 

施設の種類 小分類：岸壁 

 

19 表 4.2 

C-4-＊：＊＊＊岸壁 

 

C-4-＊：＊＊＊桟橋 

 

21 表 5-1.1 

C-4-＊：＊＊＊岸壁 

 

C-4-＊：＊＊＊桟橋 
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頁 行/図表番号 旧 新 

25 表 6.1 

C-4-＊：＊＊＊岸壁 

2024/10：〇 

 

C-4-＊：＊＊＊桟橋 

2024/10：― （維持管理計画目標期間が終わった施設では点検診断を実施しない。〇や●印はつかな

い） 

 

26 表 6.2 

表内赤字部分：〇● 

 

表内赤字部分：― （維持管理計画目標期間が終わった施設では点検診断を実施しない。〇や●印は

つかない） 
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頁 行/図表番号 旧 新 

27 表 6.3 

表内赤字部分：〇● 

 

表内赤字部分：― 維持管理計画目標期間が終わった施設では点検診断を実施しない。〇や●印はつ

かない。 

赤枠部分は維持管理計画目標期間が終わった後になる為グレーで塗りつぶし 

 

28 表 6.4 

 

表の削除（2050 年を越えているので表自体削除） 

 

29 表 7.1 

C-4-＊：＊＊＊岸壁 

 

C-4-＊：＊＊＊桟橋 

 

30 表 7.2 

C-4-＊：＊＊＊岸壁 

 

C-4-＊：＊＊＊桟橋 

 

32 表 8.1 

C-4-＊：＊＊＊岸壁 

 

C-4-＊：＊＊＊桟橋 

 

33 表 8.2 C-4-＊：＊＊＊岸壁 C-4-＊：＊＊＊桟橋 
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頁 行/図表番号 旧 新 

  

34 表 8.3 

C-4-＊：＊＊＊岸壁 

 

C-4-＊：＊＊＊桟橋 

赤枠部分は維持管理計画目標期間が終わった後になる為グレーで塗りつぶし 

 

36 表 8.4 

 

表の削除（2050 年を越えているので表自体削除） 

 

 


